
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

89% 47% 54%

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

一般会計

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

個人情報の保護に関する法律第61条第２号、第３号、
第６号

主要政策・施策

33.1

－

実施方法

27年度

％

個人情報の保護及び利活用に関する施策の推進 担当部局庁 個人情報保護委員会事務局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 参事官室 政策立案参事官　松本秀一

事業名

会計区分

30年度

-

翌年度へ繰越し -

計

29年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

31年度要求

予算
の状
況

28年度

個人情報保護法において、「個人情報の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであ
ることその他の個人情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するため、個人情報の適正な取扱いの確保を図ること」が委員会の任務とされてお
り、その任務を達成するため、個人情報の保護及び利活用に関する施策を推進することとする。

- -

46

- ▲4.5

- -

－

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

147.7

--

41

-

平成２７年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度以

内）

個人情報の保護を図りつつ、近年の飛躍的な情報通信技術の進展に対応したパーソナルデータの適正かつ効果的な活用を積極的に推進することにより、活
力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するため、個人情報の保護に関する法律が改正された。当事業は、個人情報保護法に基づき、「個人情報
の適正かつ効果的な活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人情報の有用性に
配慮しつつ、個人の権利利益を保護する」ための事業である。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

成果目標及び
成果実績

（アウトカム） －

平成３０年度行政事業レビューシート 個人情報保護委員会

執行額

46 28.6 115 127.5 115.2

15.7 80.4

執行率（％） 89% 55% 70%

-

-

-

個人情報の保護に関する基本方針

27年度 28年度 29年度
目標最終年度

- -

-

- -

-

- -

-

-

▲32.7 -

127.5 115.2

関係する
計画、通知等

達成度

-

-

年度 年度

115

30年度当初予算

112.4

4.2

4.7

4.9

1.3

128

4.7

5

1.3

事業番号 0005

-

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

個人情報保護業務庁費

情報処理業務庁費

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

計

平成30・31年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

「新しい日本のための優先課題推進枠」43（百万円）

31年度要求

88.8

15.4



　

政
策
評
価

政
策
評
価

、
経
済
・
財
政
再
生
ア
ク
シ
ョ
ン
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
と
の
関
係

チェック

30年度
活動見込

31年度
活動見込

民間の自主的取組の活性化
に向けた支援

パーソナルデータの適正かつ効
果的な活用の促進

目標定性的指標

-- -

年度

定性的な成果目標と26～28年度の達成状況・実績

当初見込み

達成度

単位
活動指標及び

活動実績
（アウトプット）

活動指標

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

- - 42

27年度 28年度 29年度

活動実績認定個人情報保護団体の団体数
（注）活動内容の性格に鑑み、見込みを記載することは
困難。

単位

指導、助言、勧告、命令等
の件数

目標値

- -

- -

実績

成果目標及び成果実績（アウトカム）欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙１】に記載

定量的な目標が設定できない理由

代替目標

％

代替指標
中間目標

本事業の成果は、個人情報の有用性に配慮しつつ、個人情報の
適正な取扱いを確保することであり、定量的な目標を設定するこ
とは困難である。そのため、「個人情報の有用性に配慮した個人
情報の適正な取扱いの確保を図るための措置を行うこと」を定性
的な成果目標とする。

42

目標値

28年度 29年度

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

施策の進捗状況（目標）

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

指導、助言、勧告、命令等
の実施により個人情報の
適正な取扱いが確保される
こと

-

- - -

27年度 28年度 29年度

【定性的な成果目標】
個人情報の有用性に配慮した個人情報の適正な取扱いの確保を図るため
の措置を行うこと。
【27～29年度の達成状況・実績】
個人情報保護法の改正に伴う政令・規則・ガイドライン等の整備を実施する
とともに、個人情報の有用性に配慮した個人情報の適正な取扱いの確保を
図るための体制の確保等を実施した。

-

施策の進捗状況（実績）

定量的指標

-

目標最終年度

年度

年度年度

中間目標 目標年度
27年度

実績値 -

単位

認定個人情報保護団体等の民間の自主的取組の活性化に向けた
情報共有等を通じた支援を行うこと等により、パーソナルデータの
適正かつ効果的な活用を促進する。

-

認定個人情報保護団体の団体数

施策 個人情報の保護及び利活用に関する施策の推進

政策 個人情報の適正な取扱いの確保

測
定
指
標

毎年度

目標年度



事業番号 事業名所管府省名

○

個人情報保護法において、「個人情報の適正かつ効果的な
活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊
かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人
情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するた
め、個人情報の適正な取扱いの確保を図ること」が委員会の
任務とされており、国が実施すべき業務として必要かつ適切
な事業である。

○

評　価項　　目

個人情報保護法において、「個人情報の適正かつ効果的な
活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊
かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人
情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するた
め、個人情報の適正な取扱いの確保を図ること」が委員会の
任務とされており、国が実施すべき業務として必要かつ適切
な事業である。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

引き続き効率的な予算執行に努める。

必要最小限の経費により個人情報の適正な取扱いの確保を図るためのガイドラインの策定を行う等、個人情報の適正な取扱いの確保を図る
ための体制整備を行った。平成29年５月に改正個人情報保護法が全面施行されたことに伴い、より一層、個人情報の有用性に配慮した個人
情報の適正な取扱いの確保を図るための措置を行う必要が認められる。

○

ガイドラインについて委員会のWebサイトに掲載したほか、説
明会等において周知を図る等、十分に活用している。

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

－

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

‐

‐

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

入札のための応募期間を十分に設けるなど、実質的に競争
性を確保する工夫を行っていた。結果的には一般競争入札
において一者応募となった契約があり、次年度分の調達の
際は手続きの透明性、公平性や競争性を確保するための更
なる工夫に努める。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

個人情報保護法において、「個人情報の適正かつ効果的な
活用が新たな産業の創出並びに活力ある経済社会及び豊
かな国民生活の実現に資するものであることその他の個人
情報の有用性に配慮しつつ、個人の権利利益を保護するた
め、個人情報の適正な取扱いの確保を図ること」が委員会の
任務とされており、国が実施すべき業務として必要かつ適切
な事業である。

個人情報の保護及び利活用に関する施策の推進を目的とし
たものであり、その目的を遂行する上で、必要最小限の経費
を計上した。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、
一者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

個人情報の保護及び利活用に関する施策の推進を目的とし
たものであり、その目的を遂行する上で、必要最小限の経費
を計上した。

成果実績は、個人情報の適正な取扱いを確保するための具
体的な指針となるガイドラインについて、個人情報の保護と
利活用のバランスを考慮した規定を設ける等して策定等した
ものであり、成果目標（個人情報の有用性に配慮した個人情
報の適正な取扱いの確保を図るための措置を行うこと）に見
合ったものである。

○

個人情報の保護及び利活用に関する施策の推進を行うに当
たり、必要な業務を実施するための体制等を整備することを
目的として支出したものであり、使途を真に必要なものに限
定した。

改善の
方向性

‐

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

関
連
事
業

○

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

－

‐

点
検
・
改
善
結
果

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

仕様書策定段階で複数社の意見聴取・確認を実施し、真に
必要な事業要件をより明確化することで、当初の見込みより
安価な金額で事業を実施することが可能となったため、経費
削減を実現した結果として不用率が大きくなった。

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

無

○

点検結果

-

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

○　認定個人情報保護団体は、各事業分野での個人情報保護に関する自主的な取組みを担っており、重要な役割を果たすものである。個人情報の保護を図りつ
つ、利活用を推進するためには、認定個人情報保護団体がしっかりとその役割を果たすことができるよう、積極的に支援していくべき。
○　一者応札となっている案件については、要因を分析し、資格要件の緩和や入札可能性調査の実施といった対策を講じるべきである。

シンポジウム等を通じた認定個人情報保護団体の活性化に必要な経費を要求した。また、引き続き競争性が確保されるよう十分な準備期間の確
保や情報提供の拡充を図り、効率的な調達による予算執行に努める。

関連する過去のレビューシートの事業番号

執
行
等
改

善

予算執行に当たっては、引き続き手続きの透明性・公正性の確保に努める。
認定個人情報保護団体の活動に係る情報発信等を行い、取組の活性化の支援に努める。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

備考

事
業
内
容

の

一
部
改
善

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

平成25年度

平成26年度 平成27年度 消費者庁0007 平成28年度 新28-0001

平成22年度 平成23年度 平成24年度

平成29年度
個人情報保
護委員会 　 0003



※平成29年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

　チェック

1

A.

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額
が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

金　額
(百万円）

個人情報保護委員会事務局レポート(匿名
加工情報)の翻訳

使　途

個人情報保護
業務庁費

B.
金　額

(百万円）

9.7

費　目 使　途

計 9.7 計 1

諸謝金
カメラ画像の利活用の在り方に関する検討
の実施

0.8

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

個人情報保護
業務庁費

個人情報保護に係る先進的課題の調査研
究

費　目

C. D.

費　目 使　途

計 0.8 計 0

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載



支出先上位１０者リスト

A.

B

株式会社三菱総合
研究所

株式会社三菱総合
研究所

沖電気工業株式会
社

株式会社三菱総合
研究所

株式会社野村総合
研究所

株式会社サンケイビ
ルテクノ

株式会社日本総合
研究所

ビーウィズ株式会社

渥美坂井法律事務
所弁護士法人

- - -

認定団体関係シンポジウ
ム（会場借料等）

0.8
随意契約
（少額）

- - -

エイコウ商事(有)

(株)グローヴァ 4010001088658
情報安全技術　個人情報
安全規範）の翻訳業務

0.4

4010502015219
FAX及び付帯物（漏えい
フォーム受付）

0.1
随意契約
（少額）

- - -

イイノホール株式会
社

株式会社富士通エフ
サス

3010001135361
オプトアウト届出書受付・公
表作業追加セキュリティ対
策導入支援業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

3010001135361

随意契約
（少額）

9

2 99.3％

一般競争契約
（最低価格）

一般競争契約
（総合評価）

5 1 98.6％

2 83.5％

4

8

7

6

1

10

100％

7010401006126

6010001030403

4010001054032

8010001071916

4010701026082

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

一般競争契約
（総合評価）

6011101029715

4010005021094

2

3

3 60.8％

法　人　番　号

6010001030403

6010001030403 9.7

1 97％

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

個人情報保護に係る先進
的課題の調査研究

個人識別符号に関する海
外・国内動向調査

オプトアウト届出受付・公表
支援ツール等機能改修業
務

匿名加工情報・個人情報の
適正な利活用の在り方に
関する動向調査

個人情報の保護に関する
事業者の取組実態調査

認定団体関係シンポジウ
ム（広報活動及びシンポジ
ウム運営支援業務）

2

2

-

ポリシー・リサーチ・
ユニット株式会社

2010801024277
GDPR関連規定の制定状
況に係る調査研究

1

3

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社エァクレー
レン

4010401004009
個人情報保護委員会事務
局レポート(匿名加工情報)
の翻訳

1
随意契約
（少額）

- -

随意契約
（少額）

- - -

ビーウィズ株式会社 6011101029715
オプトアウト届出書受付・公
表作業支援業務（８～９月
分）

1
随意契約
（少額）

- - -

6

7

4

5

株式会社アスカプラ
ンニング

8010401056384
相談情報管理ツール機能
改修に係る設計・開発等業
務

1
随意契約
（少額）

- - -

10

8

9

株式会社アライ印刷 6010901000777
個人情報保護法関係資料
集の作成

0.5
随意契約
（少額）

- - -

株式会社富士通エフ
サス

8010401056384
ウィルスチェック専用端末
導入支援業務

0.9
随意契約
（少額）

- - -

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

9.2

9.1

8.4

5.4

5.4

7

2 84.2％

一般競争契約
（総合評価）

7.9

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

97.5％

2 53.9％

2

一般競争契約
（総合評価）

一般競争契約
（総合評価）

個人情報の第三者提供事
業等の実態調査

オプトアウト届出書受付・公
表作業支援業務

諸外国の個人情報保護制
度に係る最新の動向に関
する調査研究
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C

個人 - 職員旅費 0.1 その他 - - -

個人 - 職員旅費 0.1 その他 - - -

個人 - 職員旅費 0.1 その他 - - -

個人 - 委員等旅費 0.1 その他 - - -

個人 - 職員旅費 0.2 その他 - - -

個人 - 職員旅費 0.2 その他 - - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

3

4

1

2

個人 - 諸謝金 0.8 その他 - - -

7

8

5

6

個人 - 委員等旅費 0.1 その他 - - -

9

10

個人 - 職員旅費 0.1 その他 - - -

個人 - 委員等旅費 0.1 その他 - - -
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